
第３１号議案  

 

 

中野区立幼稚園条例施行規則の一部を改正する規則  

 

 

 

上記の議案を提出します。  

 

 

 

平成３０年（２０１８年）８月３１日  

 

 

 

提出者  中野区教育委員会教育長職務代理  伊藤  亜矢子  

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

保育料の算定基礎となる市町村民税の所得割課税額の算定方法につ

いて、規定を整備する必要がある。  



   中野区立幼稚園条例施行規則の一部を改正する規則  

 

 中野区立幼稚園条例施行規則（昭和４２年中野区教育委員会規則第

１１号）の一部を次のように改正する。  

 第 ６ 条 第 ９ 項 を 同 条 第 １ ０ 項 と し 、 同 条 第 ８ 項 を 同 条 第 ９ 項 と

し、同条第７項中「前項」を「第３項及び前項」に改め、同項を同条

第８項とし、同条第６項中「所得税法（昭和４０年法律第３３号）第

８１条、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１７

若しくは」を削り、「第２９５条第１項第２号」を「第２９５条第１

項 （ 第 ２ 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 ７ 項 と

し、同条第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項

とし、同条第４項中「前３項目」を「前各項」に改め、同項を同条第

５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項

を加える。  

３  所得割課税額を算出する場合には、その者が指定都市（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市

をいう。）の区域内に住所を有する者であるときは、当該者を中野

区の区域内に住所を有する者とみなして、所得割課税額を算出する

ものとする。  

 第７条第２項中「前条第９項」を「前条第１０項」に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この規則は、平成３０年９月１日から施行する。ただし、次項の

規定は、公布の日から施行する。  

 （準備行為）  

２  改正後の第６条の規定による中野区立幼稚園条例（昭和４２年中

野区条例第３４号）別表に規定する所得割課税額の算出に係る手続



その他必要な行為は、この規則の施行前においても行うことができ

る。  


